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慶應義塾大学商学部教授／パネルデータ設計・解析センター長　山本 　　勲
慶應義塾大学経済学部特任准教授　石井 加代子

1.「日本家計パネル調査（JHPS）」と
「JHPSコロナ特別調査」

　慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センター
では、日本の就業・所得・資産・ウェルビーイ
ングなどの状況とその変化を把握することを目
的に、2004年より全国4,005人の成人男女と、
その配偶者と世帯を対象に「日本家計パネル調査

（JHPS/KHPS、以後JHPSと呼ぶ）」を開始し、
毎年2月に定例調査として実施している。その後、
2007年 に1,419人、2009年 に4,022人、2012
年に1,012人、2019年に2,203人のサンプルを
補充し、現在に至るまで調査を継続しており、
2022年2月に実施した調査の回答者数は4,521
人であった。
　パネル調査とは、同一の経済主体（個人や企
業など）を長期にわたり追跡し、定期的に同じ質
問を繰り返し行う調査であり、そこから得られ
るパネルデータは、クロスセクションの個票デー
タでは把握することができない、所得や就業、
健康状態などの “変化”を把握することができ、
因果関係の特定や政策効果の測定に有益なデー
タとして、さまざまな学問分野で広く活用され
ている。

　JHPSの最大の特徴は、日本社会全体の縮図と
なるように偏りなくサンプルが抽出された家計
パネルデータであるという点である。日本にも
家計を対象としたパネル調査はいくつかあるが、
そのほとんどが特定の年齢層を対象にしており、
日本全体の幅広い年齢層を対象に、彼らの就業
や所得、ウェルビーイングなどの状況を長期間
にわたり追跡したパネル調査は、筆者らの知る
限りJHPS以外にはない。それゆえ、JHPSは日
本を代表する家計パネルデータとして、アメリ
カのPanel Study of Income Dynamic (PSID)や、
イギリスのUnderstanding Society、ドイツの
Socio-Economic Panel (SOEP)といった海外の
家計パネルデータと並んで国際比較可能な家計
パネルデータベースCross-National Equivalent 
Fi le (CNEF)にデータを提供するなど、広く活
用されている。
　JHPSでは家計行動の変化を把握できるとい
うパネルデータの利点を生かし、社会的に大規
模なショックが生じた際には、直近のJHPS定
例調査の回答者を対象に、ショックの直後に特
別調査を実施し、定例調査では把握できない家
計の変化を細かく把握するよう努めている1。今

JHPSコロナ特別調査からみる

コロナ禍2年間における家計のレジリエンス

1　最初の特別調査として2011年の東日本大震災の直後に実施した「東日本大震災に関する特別調査（GEES）」がある。
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回の新型コロナウイルス感染症の世界的パンデ
ミックに際しても、2020年2月のJHPS定例調
査の回答者を対象に、特別調査「新型コロナウイ
ルス感染症が社会に与えた影響に関するJHPS
特別調査（以下、「JHPSコロナ特別調査」）」をい
ち早く開始し、その時々の感染状況における働
き方や所得、ウェルビーイングの状態をリアル
タイムで把握した。これにより、リアルタイム
で収集したショック後の情報を、同じくリアル
タイムで収集したショック前の情報と比較し、
家計行動の変化を把握することができる。コロ
ナ流行下で実施された調査の多くがコロナ流行
前の状況を回顧形式で調査していることを踏ま
えると、JHPSはリアルタイムで把握しているた
め、より正確に「変化」を捉えることができるデー
タだと考えられる。
　本稿では、「JHPSコロナ特別調査」の概要を
説明するとともに、コロナ流行直前の2020年2
月に実施したJHPS定例調査と、パンデミック初
期時点から開始した「JHPSコロナ特別調査」（第
1 ～ 5回）のパネルデータを用いて、コロナ流行
から2年の間に、コロナ危機の影響を受け、家計
行動がどのように変化していったのかについて、

「レジリエンス（ショックに対する復元力）」とい
う視点から概観したい。コロナ危機は社会全体
に大きな影響を与えたが、その影響は一様では
なく、性別や年齢層、所得階層、就業形態、職種・
業種などによってその影響度は異なり、ショック
に対してしなやかに強靭に対応できたものもい
れば、ショックに対して脆弱で負の影響を大き
く受けたものもいる点を明らかにする。また、コ
ロナ危機の影響が、感染状況や時間の経過、政
策発動のタイミング、ワクチンの普及状況など
によっても変化する点についても明らかにする。

2.「JHPSコロナ特別調査」について
　「JHPSコロナ特別調査」は、コロナ流行下にお
ける家計や就業、ウェルビーイングの変化の詳
細をリアルタイムで把握することを目的に実施
した。第1回調査はパンデミック初期時点におけ
る影響を把握するために、2020年2月の定例調
査「日本家計パネル調査（JHPS）」（JHPS2020）
の回答者5,470人を対象に、2020年5月下旬か
ら6月中旬にかけて緊急で実施した。その後、第
1回緊急事態宣言解除後の回復状況を把握する
目的で、第1回調査回答者を対象に、第2回調査
を2020年10月中旬から11月上旬にかけて実施
した。その後も、コロナ流行の長期化を踏まえて、
第3回調査を2021年5月に、第4回調査を2021
年10月に、第5回調査を2022年5月に実施した。
各回の特別調査の対象者は、原則、前回調査の
回答者としているが、第3回調査と第5回調査に
関しては、特別調査に参加しなかった定例調査
の回答者に再度協力を依頼する目的で、それぞ
れ直近の定例調査（2021年2月および2022年2月）
回答者にも協力依頼を出した。
　調査方法については、「JHPSコロナ特別調査」
では、調査票用紙とWeb回答用のURLを郵送し、
回答者が郵送回答とWeb回答のいずれかを選択
する方式をとった。従来のJHPSでは留置訪問調
査方式により、毎回、調査員が対象者の世帯を
訪問して調査票を配布し、回答記入後に回収の
ため調査員が再度訪問していたが、感染症対策
として「JHPSコロナ特別調査」では郵送やWeb
回答により調査員と対象者の接触を回避した。
　表１では、「JHPSコロナ特別調査」における回
答状況を示している。特別調査の回答者のうち
わずかに、「JHPS2020」の調査対象者の配偶者
やその他家族が回答しているケースがあるため、

表1  「JHPSコロナ特別調査」の回答状況

調査名 調査時期 調査対象者 回答者数
JHPS2020

回答者と一致

JHPS2020調査 2020年2月 JHPS2019回答者 5,470 5,470 

第1回特別調査 2020年5〜6月 JHPS2020回答者 3,891 3,774 

第2回特別調査 2020年10〜11月 第1回特調回答者 3,244 3,196 

第3回特別調査 2021年5〜6月 第2回特調＋JHPS2021回答者 3,681 3,643 

第4回特別調査 2021年10〜11月 第3回特調回答者 3,314 3,278 

第5回特別調査 2022年5〜6月 第4回特調＋JHPS2022回答者 3,486 3,441 
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回答者数に加え、「JHPS2020」回答者と性別・
生年月日が一致するケースに限定した回答者数
も併記した。

3.「レジリエンス」で捉えたコロナ危機の影響
　以下では、「JHPSコロナ特別調査」（第1 ～ 5回）
を用い、コロナ流行から2年間におけるコロナ危
機の家計への影響について、未知のウイルスに
よる世界規模のショックに対して家計がどれだ
けのレジリエンスを持っていたのかという視点
から、集計結果をみていく2。レジリエンスはさ
まざまな学問分野による定義があるが、本稿で
は、新型コロナウイルス感染症によるパンデミッ
クの負の影響が小さかったり、負の影響を受け
ても迅速に回復できていたりすれば、レジリエ
ンスが高いと定義する。今回のパンデミックに
限らず、自然災害や経済危機、失業や疾病といっ
たショックが生じた際にも、レジリエンスとい
う視点は要となるだろう。
（1）レジリエンスとしての感染予防行動
　コロナ禍ではソーシャルディスタンスの確保
や不要不急の外出自粛、「3密」（密閉、密集、密接）
の回避など、公衆衛生にとって必要な感染予防
行動が「新しい生活様式」として普及した。さら
に、在宅勤務（テレワーク）の実施も感染拡大を

防止する効果が期待され、コロナ禍で急速に普
及した。こうした行動変容は、新型コロナウイ
ルスへの感染予防だけでなく、社会全体での感
染拡大防止のために重要とされており、パンデ
ミックに対するレジリエンスを高める手段とも
いえる。そこで、どのような人がどの程度の感
染予防行動をとってきたのか、「3密」回避と旅
行自粛、在宅勤務の実施に着目してパネルデー
タで確認する。
　図1は、「3密」回避を実施した人の比率の推
移を属性別に示したものである。図をみると、
パンデミック発生直後の2020年4月はほとんど
の人が「3密」を回避し、その後も90%以上の高
い実施率が続いたが、2022年4月には実施率が
低下して90%を割り込んでいることがわかる。
また、相対的には男性と20歳代で実施率が低く、
2022年４月の落ち込みも顕著である。
　さらに、どんな人が「3密」を回避したのかに
ついてより詳細に分析すべく、図2では、「リス
ク回避度」や「勤勉性」や「やり抜く力が強い」と
いった個人の性格特性と「3密」回避との関係に
ついて示している。「3密」回避行動をみると、
リスク回避度の高い人3や性格ビッグファイブ指
標の1つである勤勉性が高い人 、やり抜く力を
示すGRIT指標が高い人 、ポジティブ志向（コ

2　本稿の集計においては、JHPSの回答バイアスを修正するため、データの構成が日本全体の構成割合に合うよう
ウエイトを作成し、ウエイトバック集計をすることで集計結果の偏りを調整する。

3　「第1回JHPSコロナ特別調査」では「あなたは、ふだんリスクを避けるタイプですか、それとも積極的にリスクを
とるタイプですか」を0（リスクを避ける）から10（リスクをとる）の間で回答してもらっており、本章では0 ～ 4を
選んだ場合にリスク回避的、5 ～ 10を選んだ場合にリスク愛好的と定義している。

82

84

86

88

90

92

94

96

98

100

2
0
/
4 9

2
1
/
4 9

2
2
/
4

2
0
/
4 9

2
1
/
4 9

2
2
/
4

2
0
/
4 9

2
1
/
4 9

2
2
/
4

2
0
/
4 9

2
1
/
4 9

2
2
/
4

2
0
/
4 9

2
1
/
4 9

2
2
/
4

性別 年齢層別 所得階層別 就業形態別 業種職種ほか

(%)

● 平均

□ 女性

△ 男性

● 29歳以下

□ 30-64歳

△ 65歳以上

● 低所得層

□ 中所得層

△ 高所得層

● 正規雇用

□ 非正規雇用

△ 自営ほか

● 特定業職種

□ ほか業職種

△ 非就業

図1　「3密」を回避した割合の推移



－ 4 －

－ 6828 － 中央調査報　No.779・令和 4年 9月10日発行　■

ロナ危機からポジティブなことを学ぶと考える
度合い）の高い人 ほど、「3密」を回避する人の比
率が高い傾向にあることがわかる。
　一方、旅行自粛については、どんな属性の人
で自粛した人が多かったか、図3で確認する。
パンデミック発生直後の2020年4月はほとんど
の人が旅行を自粛していたが、2020年9月には
20歳代、高所得層、特定業職種（医療・福祉・
飲食・宿泊業・サービス職）以外の人を中心に実
施率が低下したことがわかる。2020年9月頃は
いわゆる第2波の流行が終わる頃で、緊急事態
宣言などの発令はされていない期間である。さ
らに、この頃は政府による旅行需要喚起策「GoTo
トラベル事業」が実施されており、感染者数の減
少や「GoToトラベル事業」などを受けて、旅行

する人が増えたと考えられる。「GoToトラベル
事業」は高額な旅行ほど割引額が大きい制度設計
だったこともあって、その利用が高所得層で活
発だったことが示唆される。その後、感染が再
拡大した2021年には旅行自粛の実施率は上昇し
て平均で90%を超えたが、2022年4月になると
再び実施率が低下している。
　在宅勤務の実施についてどうだろうか。在宅
勤務を実施した人の比率の推移を属性別に示し
た図4をみると、在宅勤務を実施した人は2020
年4月に26%程度となっており、約4人に1人
が経験したことになる。しかし、その後は通勤
勤務に戻る動きが強まり、在宅勤務の実施率は
2021年4月や9月で15%程度、22年4月で13%
程度まで低下している。もっとも、図には掲載
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していないが、在宅勤務の実施率はコロナ流行
前の2020年2月で6%と低かったため、22年4
月時点でみてもコロナ流行前の2倍以上の人が
在宅勤務を実施するようになったといえる。属
性別には、男性、64歳以下の年齢層、高所得層、
正規雇用、自営業主ほか、特定業職種以外で就
業する人で在宅勤務の実施率が高い。危機下に
おいても、在宅勤務により通常どおり仕事を継
続できるという点で、これらの属性の人々はレ
ジリエンスの高い働き方を実現できていると解
釈できるだろう。
（2）ウェルビーイングの側面からみるレジリエンス
　未知のウイルスの流行や、人との接触の削減
といったコロナ禍でとられた感染予防対策は、
人々のウェルビーイングにも大きな影響を与え

た。個人や家計のレジリエンスが高ければ、こ
うしたウェルビーイングの低下を回避すること
ができると考えられる。そこで、ここではウェ
ルビーイングの変化を確認することで、個人や
家計のレジリエンスの高さを把握する。
　まず、健康面でのウェルビーイングとして、
図5では、主観的に5段階で判断した健康状態（数
値が大きいほど健康状態がよくないことを示す）
のコロナ流行前からの変化を載せている。この
図をみると、パンデミック発生直後に健康状態
が大きく悪化し、その後は回復傾向にあるもの
の、22年4月時点でもコロナ流行前の水準に戻っ
ていないことがわかる。属性による違いは大き
くはないが、30–64歳層や中所得層での回復が
遅れていることが指摘できる。
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図5　主観的健康感の推移
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　図6では仕事におけるウェルビーイングとし
て、就労者に限定してワークエンゲイジメント
指標（数値が大きいほど活力・熱意・没頭の度合
いで測ったワークエンゲイジメントが高いこと
を示す）の推移を載せている。全体的にワークエ
ンゲイジメントが低下しており、その中でも特
に、20歳代の若年層や低所得層、特定業職種で
働く人でワークエンゲイジメントの低下が顕著
であることがわかる。
　仕事におけるウェルビーイングとして、ワーキ
ングマザーの主観的生産性（数値が大きいほど仕
事のパフォーマンスの自己評価が高いことを示
す）についても確認しておく。図７では、女性就
業者に限定して15歳未満の子どもの有無と在宅

勤務の有無別に、主観的生産性の推移を示して
いるが、パンデミック発生直後には、全体的に
主観的生産性の低下がみられるが、2021年4月
以降、15歳未満の子どもを持ち在宅勤務を実施
する就業女性ほど顕著に主観的生産性が増加し
ていることがわかる。コロナ流行による負の影響
が目立つ中、コロナ禍で急速に普及した在宅勤
務が、ワーキングマザーにとって子育てと仕事
の両立を可能にする手段になっている様子がう
かがえる。
　最後に、家計におけるウェルビーイングとし
て「所得や収入が減り、生活水準の大幅な低下
を余儀なくされた」と回答した人の比率の推移を
図8で確認する。2020年9月で19%と約5人に
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図6　ワークエンゲイジメントの推移（就業者のみ）
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図7　主観的生産性の推移（女性就業者のみ）

● 15歳未満子ども有＆在宅勤務
□ 15歳未満子ども有＆通勤勤務
△ 15歳未満子ども無＆在宅勤務
◇ 15歳未満子ども無＆通勤勤務
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1人の割合となっていた一方で、その後は徐々に
低下傾向にあることがわかる。属性別にみると、
低所得層、自営業主ほか、特定業職種で働く人
で顕著になっており、特に自営業主ほかではパ
ンデミック発生直後の2020年4月から38%を超
える人が該当すると回答している。このことか
ら、こうした属性の人々への負の影響が大きく、
レジリエンスが必ずしも高くなかったといえる。

4. まとめ
　本稿では「JHPSコロナ特別調査」（第1 ～ 5
回）を用いて、個人や家計のレジリエンス（ショッ
クに対する復元力）に焦点を当て、コロナ流行か
ら2年間におけるコロナ危機の家計への影響の
多様性と変化について確認した。未知のウイル
スによる世界規模のショックに対して、それぞ
れの家計がどれだけレジリエンスがあったのか
という視点からみたところ、新型コロナウイル
ス感染症のパンデミックは、家計に一様ではな
く多様な影響を変化しながら与えてきたことが
わかった。低所得層やコロナ禍で大きな影響を
受けた医療・福祉・飲食・宿泊業・サービス職
に従事する層で、ウェルビーイングの低下が顕
著であり、こうした層の人々はさまざまな面で
コロナ禍の悪影響を回避できるほどレジリエン
スは高くなかった可能性が示唆される。さらに、

コロナ危機によるこうした多様な影響は、2年の
間に変化しており、こうした点を確認できるの
は同一個人を追跡するパネルデータならではの
利点といえる。
　また、コロナ危機による負の影響が目立つ一
方で、コロナ危機を契機に普及した在宅勤務を
活用し子育てと仕事の両立を実現することで、
生産性を高めるといったポジティブな影響も
ワーキングマザーにおいて確認できた。在宅勤
務の実施においても、高所得層、正規雇用といっ
た属性で多く、危機下においても仕事を継続で
きるという点で、これらの属性の人々はレジリ
エンスの高い働き方を実現できた状況がうかが
えた。
　新型コロナウイルス感染症のパンデミックと
いう未曽有の危機に直面して、レジリエンスと
いう非金銭的な側面においても人々の間で格差
があることが確認できた。長寿化が進む中、自
然災害や経済危機、失業や疾病といったリスク
は人生の中で何度となく訪れるかもしれない。
こうしたショックに対してしなやかに強靭に対
応していくという意味で、レジリエンスは重要
であり、今回の危機で浮かび上がったレジリエ
ンスにおける格差をどうしていくか、今後の重
要な課題となるだろう。
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図8　生活水準の大幅な低下を経験した割合の推移
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8月の時事世論調査
８月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は44.3％と前
月から5.6ポイン減少した。一
方、不支持率は8.5ポイント増の
28.5％となり、岸田内閣発足後
では最も高くなった。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として8月5日か
ら8日に実施、有効回収（率）は
1,200（60.0％）だった。

この時期の国内の動きは、
参院選、自民勝利：参議院選

挙の投開票が行われ、与党の自
民党が改選125議席のうち63議
席を獲得して大勝。これに公明
党、衆院憲法審査会で幹事懇談
会に加わる日本維新の会、国民
民主党を合わせた改憲勢力が参
議院の3分の2を超える勢力を獲
得した（7月10日）。
原発再稼働へ：岸田首相は記

者会見で、今冬に予想される電
力不足解消に向け最大９基の原
子力発電所の稼働を進めるとし
た。併せて、火力発電所の供給
能力は追加で10基の確保をめざ
すことも表明（7月14日）。
羽生結弦選手が引退表明：男

子フィギュアスケートの羽生結
弦選手が、競技から引退しプロ
への転向を表明した。冬季五輪
の2014年ソチ、2018年 平昌で
男子では66年ぶりとなる連覇を
達成、冬季五輪の金メダリスト
としては初の国民栄誉賞を受賞
した（7月19日）。
五輪組織委元理事の自宅など
捜索：東京五輪・パラリンピック
組織委員会の高橋治之元理事が、
大会スポンサー側から資金提供を
受けたとされる問題で、東京地検
特捜部は高橋元理事宅や関係先な
どを家宅捜索した。捜索容疑は受

ウクライナ産穀物を積んだ貨物
船が、同国南部オデーサの港か
ら現地時間の1日午前に出港し
た。黒海の回廊設置に関係国が
合意した後の初の輸出再開で、
世界的な食料危機の懸念が高ま
る中、事態打開に向けての一歩
と期待されている（8月1日）。
ペロシ氏訪台：ペロシ米下院

議長が２日夜、台湾を訪問した。
ペロシ氏の訪台に関しては、中
台統一を「悲願」とする中国が強
く反発している。訪台後、ペロ
シ氏は韓国および日本も訪問し
た（8月2 ～ 5日）。

政党支持率　自民党の支持率
は前月から2.2ポイント減少して
24.3％だった。以下、立憲民主
党は0.7ポイント増の4.8％、日
本維新の会は4.5％で変わらず、
公明党は1.0ポイント減の2.8％、
共産党は0.5ポイント増の1.8%、
国民民主党は0.6ポイント減の
1.3％だった。支持政党なしは4.7
ポイント増加して56.3％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り0.8ポ イ ン ト 増 の
3.8％、「悪くなった」は4.0ポン
ト減の54.2％だった。時事世論
景気指数は前月から12ポイント
増加して22となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から
0.8ポイント減の3.1％、「苦しく
なった」も1.6ポイント減少して
33.1％となった。

託収賄とみられる（7月26日）。
大谷翔平選手が快挙：米大リー

グ、ロサンゼルス・エンゼルスの
大谷翔平選手が、アスレチック
ス戦で「2番・投手兼指名打者」と
して先発し勝利、1シーズンで「2
桁勝利、2桁本塁打」の偉業を達
成した。ベーブ・ルース以来104
年ぶりの快挙となった（8月9日）。
住基台帳人口、減少：総務省は、

住民基本台帳に基づく2022年1
月1日現在の日本人の総人口を公
表した。前年比61万9140人減
の1億2322万3561人 で、 過 去
最高の減少幅となった。転入数
から転出数を引いた「社会増減」
で日本人が社会増となったのは
11都府県だった（8月9日）。

国外では、
インド人口世界最多へ：国連

が公表した「世界人口予測」によ
ると、2023年にはインドの人口
が中国を上回り、世界最多になる
と予想した。また、世界の総人口
は今年11月15日、80億人に到達
する見通しも示した（7月12日）。
ツイッター社、マスク氏を提
訴：米ツイッター社は、同社の
買収計画を打ち切ると表明した
米テスラ最高経営責任者（CEO）
のイーロン・マスク氏を相手取
り、買収取引を実行するよう提
訴した。ツイッター株はマスク
氏の買収撤回で急落し、時価総
額が4千億円超吹き飛んだとされ
る（7月13日）。
欧州で熱波：英国に熱波が到

来し、観測史上初めて40度を超
えた。暑さにより交通網が混乱
するなど市民生活に大きな影響
が出た。英国だけでなく欧州全
体で熱波による影響が広がった

（7月20日）。
サル痘「緊急事態」宣言：世界

保健機関（WHO）のテドロス事務
局長は、天然痘に似た感染症「サ
ル痘」がアフリカ大陸以外でも急
速に感染拡大している事態につ
いて、「国際的に懸念される公衆
衛生上の緊急事態」を宣言した。
今年5月以降、欧米で感染が広
がり、中東やアジア太平洋地域
にも拡散している（7月23日）。
ウクライナ、食料輸出再開へ：

◇  告　知　板
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